日本海学研究グループ支援事業実施要綱

　(目的)

第1条 日本海学研究グループ支援事業(以下「支援事業」という。)は、個人、グループ又は団体が実施する日本海学に関する研究活動及び普及活動を支援することにより、日本海学に関する活動をより活発にし、ひいては日本海学の振興を図ることを目的とする。

　(助成の対象)

第2条 日本海学推進機構(以下「機構」という。)は、毎年、日本海学に関する研究及び普及を行う事業を公募するものする。

2 対象となる事業の内容は、次のいずれかに該当するものとする。ただし、国、地方公共団体又は公益法人から助成事業に採択されているものを除く。

(1) 研究事業

　　環日本海地域の自然環境、交流、文化又は危機と共生に関する研究を行う事業

(2) 普及事業

　日本海学に関する講演会、シンポジウム又は出版等の普及活動を行う事業

(3) 特別奨励事業
　前2号のいずれかに該当する終了済みの助成事業で、日本海学の振興に大きく貢献する実績を有し、今後もその発展が期待される事業
3 同一のテーマに係る事業に助成を行う期間の年限は、研究事業については３箇年度、普及事業については単年度、特別奨励事業については２箇年度とする。
　(助成対象者)

第3条 助成対象者は、上記事業を実施する個人、グループ及び団体とする。

　(公募)

第4条 公募は、機構のホームページへの掲載等により行う。

2 公募の時期は、毎年度、概ね４月及び５月とし、詳細な日程は、別に定めるものとする。

　(交付の対象経費及び助成金額)

第5条 助成金の交付の対象経費及びこれに対する助成金の限度額は、次の表のとおりとする。

	対　　象　　経　　費
	助成金の限度額

	謝金、旅費、賃金、資材等購入費、資料等印刷費、通信運搬費、会場借上料、会場設営費、広告宣伝費、消耗品費、その他事業実施に必要な経費
	　実際に支出した金額又は50万円のいずれか低い金額

　


　(支援事業への応募)

第6条 支援事業に応募しようとする者は、次に掲げる書類を次に定める期日までに機構会長に提出しなければならない。

	　書　　類
	様　　式
	部　数
	提　出　期　限

	応募申請書

事業計画書

収支予算書
	様式第１号

様式第２号

様式第３号
	各１部
	機構会長が別に定める日


　(審査会)

第7条 機構は、応募された事業の審査、選考を行う機関として日本海学研究グループ支援事業審査会(以下「審査会」という。)を設置する。

2 審査会の委員は、機構会長が委嘱するものとし、任期は２年とする。

3 審査会には委員長を置くものとし、委員長は委員の互選により定めるものとする。

　(事業の選考)

第8条 審査会は、応募された事業計画を審査し、支援事業の目的に合致し、助成にふさわしい事業の選考を行う。ただし、応募が多数の場合には、予め機構事務局において一次審査を行い、審査会で審査する事業計画を選考することができる。

2 審査会は、選考に際して必要があるときは、事業計画を修正し、又は条件を付すことができる。

3 機構会長は、審査会の選考結果に基づき採否を決定し、応募者に対し通知を行う。

4 第２項の規定により、採用に際して事業計画を修正し、又は条件を付した場合には、前項の通知にこの旨を記載するものとする。

　(交付申請)

第9条 採用の通知を受けた者は、公益財団法人とやま国際センター代表理事(以下「代表理事」という。)に対し、助成金の交付申請を行うものとする。

2 前項の申請に当たっては、次に掲げる書類を次に定める期日までに代表理事に提出しなければならない。ただし、事業計画書及び収支予算書については、応募に際して提出された書類に変更がない場合には提出を省略することができる。

	　書　　類
	様　　式
	部　数
	提　出　期　限

	交付申請書

事業計画書

収支予算書
	様式第４号

様式第２号

様式第３号
	各１部
	代表理事が別に定める日


　　(交付決定)

第10条 代表理事は、交付申請のあった事業について、予算の範囲内で助成金の交付の決定を行うものとする。

2 代表理事が助成金の交付の決定をする場合において、助成金の交付の目的を達成するために必要があるときは、次に掲げる事項につき条件を付するものとする。

(1) 事業計画の変更をする場合においては、事業計画変更承認申請書(様式第５号)を理事長に提出して、その承認を受けること。ただし、次条に規定する軽微な変更については、この限りでない。

(2) 事業を中止し、又は廃止する場合においては、代表理事の承認を受けること。

(3) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに代表理事に報告してその指示を受けること。

(4) 審査会が採択に際して条件を付した場合には、その条件を遵守すること。

　(軽微な変更)

第11条 前条第２項第１号ただし書きの規定による軽微な変更とは、次に掲げる変更以外の変更とする。

(1) 事業主体を変更すること。

(2) 事業内容を大幅に変更すること。

(3) 事業費の２０パーセント以上の変更をすること。

　(事情変更による決定の取消)

第12条 代表理事は、助成金の交付決定をした場合において、その後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、助成金の交付決定の全部もしくは一部を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。

　(状況報告)

第13条 代表理事は、助成事業者に対し、必要に応じ、事業の遂行の状況を報告させることができる。

　(事業の遂行の指示)

第14条 代表理事は、事業が助成金の交付決定の内容及びこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、助成事業者に対して、期日を指定し、これらに従って当該事業を遂行すべきことを指示することができる。

　(実績報告)

第15条 助成事業者は、事業が完了したとき、又は事業の廃止の承認を受けたときには、次に掲げる書類等を次に掲げる期日までに代表理事に提出しなければならない。

	書　類　等
	様　式　等
	部数等
	提　出　期　限

	実績報告書

事業実績書

収支精算書

研究又は普及活動の成果を記載した書類

成果をデジタルデータで記録したもの(デジタルデータを作成した場合のみ)
	様式第６号

様式第７号

様式第８号

様式任意

CD-R等
	１部

１部

１部

１部

１式
	事業完了後30日以内又は当該年度の３月31日のいずれか早い日


　(助成金の額の確定)

第16条 代表理事は、事業等の完了又は廃止に係る事業の成果の報告を受けた場合においては、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る事業の成果が助成金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、当該助成事業者に通知する。

　(是正措置の指示)

第17条 代表理事は、事業の完了又は廃止に係る事業の成果の報告を受けた場合において、その報告に係る事業の成果が助成金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合ししないと認めるときは、当該事業につき、これに適合させるための措置をとるべきことを当該助成事業者に対して指示することができる。

　(決定の取り消し)

第18条 代表理事は、助成事業者が、次の各号の一に該当するときは、助成金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(1) 偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。

(2) 助成金を他の目的に使用したとき。

(3) 正当な理由がなく第14条の規定による報告をせず、又は調査を拒んだため事業の内容が確認できないとき。

(4) 前各号のほか、事業に関し、助成金等の交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき又は理事長の指示に従わなかったとき。

3 前項の規定は、事業について交付すべき助成金の額の確定があった後についても適用があるものとする。

　(助成金の概算払)

第19条 助成金の概算払を受けようとするときは、助成金概算払請求書(様式第９号。以下「概算払請求書」という。)を代表理事に提出しなければならない。

2 代表理事は、前項に定める概算払請求書の提出があった場合は、その内容を審査し、必要と認める場合に概算で助成金を交付するものとする。ただし、概算で交付する助成金の額は、交付決定額の１０分の８を限度とする。

　(関係書類の整備)

第20条 助成事業者は、事業の経理についてその内容を証する関係書類を整備し、他の経理と区分してその収支を明らかにしておかなければならない。

2 前項の書類は、助成金交付を受けた日の属する会計年度から５年間保管しなければならない。

　(成果の公表)

第21条 機構は、事業による成果を発表会及びホームページなどにより公表するものとし、助成事業者は、発表会への参加、著作権法上の許諾などの協力を行うものとする。

　(細則)

第22条 この要綱に定めるもののほか、支援事業の実施に関し必要な事項は公益財団法人とやま国際センター代表理事が定める。

　附　　則

　この要綱は、平成15年４月10日から施行する。

　この要綱は、平成21年４月１日から施行する。

様式第１号

平成２７年　　月　　日
　日本海学推進機構

　会長　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　応募者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　 　 所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グループ・団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名(個人の場合:氏名)　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(◯,印)
平成２７年度日本海学研究グループ支援事業応募申請書
　平成２７年度日本海学研究グループ支援事業に応募したいので、次の関係書類を添えて申請いたします。

記

関係書類

　１　日本海学研究グループ支援事業計画書

　２　日本海学研究グループ支援事業収支予算書

　３　その他事業内容の分かるもの(様式任意)

様式第２号
平成　　年　　月　　日
日本海学研究グループ支援事業計画書
１　応募する区分（番号に○を付けて下さい。）
　　①　研究事業　　　②　普及事業　　　③　特別奨励事業
２　事業の名称
３　事業実施主体

	個　人
	氏名
	
	郵便番号

住所
	

	
	電話番号
	
	FAX
	

	
	E-mail
	

	グループ・団体
	名称
	
	郵便番号

住所
	

	
	代表者
	職
	氏　　　　名

	
	
	
	

	
	申　　請　　書　　作　　成　　担　　当　　者

	
	氏名
	
	郵便番号

住所
	

	
	電話番号
	
	F A X
	

	
	E-mail
	


次の書類を添付してください。

・　グループ、団体の場合は、規約、構成員名簿並びに総会資料等事業内容及び収支の状況が分かる書類
４　現在までの日本海学に関する活動の実績

	年　　月
	活　　動　　の　　内　　容

	
	


５　平成２７年度助成金申請額及び総事業費

　　助成金申請額　　金　　　　　　　　円

　　総事業費　　　　金　　　　　　　　円
６　事業の概要
	(1)　目的



	(2)　実施内容(項目とその内容を箇条書きで具体的に記載してください。)



	（※項目(2)-2,3は、研究事業の場合のみ記入。）
(2)-2　研究の特色(新規性、萌芽性、独創性等について具体的に記入してください。)



	(2)-3　この研究に関連する他の研究状況(申請者のこれまでの研究成果を含む。)



	(3)期待される効果




７　事業実施期間

　　平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日
８　平成２７年度の実施スケジュール
	 　　　　　月
　実施項目
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（※以下項目９は、研究又は特別奨励事業でかつ複数年度にわたる助成継続を希望する場合のみ記入。）

９　複数年度継続計画

　(1)　実施計画

	年  度
	(うち助成金額)

概算事業費
	実　　施　　内　　容

	年度

(事業開始年度)
	(　　　　　)

千円
	

	年度

(継続２年度目)
	(　　　　　)

千円
	

	年度

(継続３年度目、

研究事業のみ)
	(　　　　　)

千円
	

	計
	(　　　　　)

千円
	


　(2)　継続の理由(複数年度にわたって実施しなければならない理由)

様式第３号

平成２７年度日本海学研究グループ支援事業収支予算書
（収　入）                                                  　（単位：千円）
	区　 分
	予 算 額
	算　　出　　基　　礎

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


 （支　出）                                                 　（単位：千円）
	区　分
	予 算 額
	算　　出　　基　　礎

	謝　　金
	
	

	旅　　費
	
	

	賃　　金
	
	

	資材等購入費
	
	

	資料等印刷費
	
	

	通信運搬費
	
	

	会場借上料
	
	

	会場設営費
	
	

	広告宣伝費
	
	

	消耗品費
	
	

	その他
	
	

	    合　計
	
	


様式第４号

平成　　年　　月　　日
　公益財団法人とやま国際センター

　代表理事　中　尾　哲　雄　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　 　 所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グループ・団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名(個人の場合:氏名) 　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(◯,印)
平成２７年度日本海学研究グループ支援事業助成金交付申請書
　
　平成２７年度において日本海学研究グループ支援事業を実施したいので日本海学研究グループ支援事業助成金　金　　　　　　　円を交付されるよう日本海学研究グループ支援事業実施要綱第９条の規定により、次の関係書類を添えて申請します。

記

関係書類

　１　日本海学研究グループ支援事業計画書

　２　日本海学研究グループ支援事業収支予算書

　３　その他事業内容の分かるもの(様式任意)

　関係書類は、応募に際して提出された書類に変更がない場合には、提出を省略することができます。これにより、省略する場合には、「応募申請と変更がないので省略」と記載してください。　

　

様式第５号

平成　　年　　月　　日
　公益財団法人とやま国際センター

　代表理事　中　尾　哲　雄　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　 　 所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グループ・団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名(個人の場合:氏名) 　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(◯,印)
平成２７年度日本海学研究グループ支援事業変更承認申請書
　平成　年　月　日付けTIC第　　号で交付決定通知のあった平成　年度日本海学研究グループ支援事業について次のとおり計画を変更したいので、日本海学研究グループ支援事業実施要綱第10条第２項第１号の規定に基づき申請します。

記

　１　変更の理由

　２　添付書類

　添付書類様式は、交付申請書の添付書類に準じ、その記入に当たっては、交付決定された内容と変更内容が容易に比較できるよう、当初部分を黒書き、変更部分を朱書きの２段書きとして下さい。

様式第６号

平成　　年　　月　　日
　公益財団法人とやま国際センター

　代表理事　中　尾　哲　雄　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　応募者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　 　 所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グループ・団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名(個人の場合:氏名)　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(◯,印)
平成２７年度日本海学研究グループ支援事業実績報告書
　平成　年　月　日付けTIC第　　号で交付決定通知のあった平成　年度日本海学研究グループ支援事業について、事業を完了したので、日本海学研究グループ支援事業実施要綱第15条の規定により、次の関係書類を添えて報告します。

　なお、助成金は、下記の口座に振込み下さるようお願いします。

記

　１　事業完了年月日

　２　関係書類

(1) 事業実績書

(2) 収支精算書

(3) 研究又は普及活動の成果を記載した書類

　３　助成金振込先

	金融機関
	　　　　銀行　　　　　　　本・支店

	預金種別
	　普通　・　当座

	口座番号　
	
	
	
	
	
	
	
	

	　ふりがな
	

	口座名義
	


様式第７号
平成　　年　　月　　日
日本海学研究グループ支援事業実績書
１　事業の名称
２　平成２７年度助成金精算額及び総事業費精算額

　　助成金精算額　　　金　　　　　　　　円

　　総事業費精算額　　金　　　　　　　　円
３　事業の概要
	(1)　事業の目的



	(2)　実施内容(研究項目とその内容を箇条書きで具体的に記載してください。)




４　事業実施期間

　　平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日
５　複数年度継続計画
(複数年度にわたって継続して行う研究又は特別奨励事業の場合のみ記載)　

	年  度
	(うち助成金額)

精算及び概算事業費
	実　　施　　内　　容

	年度

(事業開始年度)
	(　　　　　)

千円
	

	年度

(継続２年度目)
	(　　　　　)

千円
	

	年度

  (継続３年度目、

研究事業のみ)
	(　　　　　)

千円
	

	計
	(　　　　　)

千円
	


様式第８号
平成２７年度日本海学研究グループ支援事業収支精算書
（収　入）                                                  　（単位：円）
	区　 分
	予 算 額
	精 算 額
	精算額の内訳

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　計
	
	
	


 （支　出）                                                 　（単位：円）
	区　分
	予 算 額
	精 算 額
	精算額の内訳

	謝　　金
	
	
	

	旅　　費
	
	
	

	賃　　金
	
	
	

	資材等購入費
	
	
	

	資料等印刷費
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	

	会場借上料
	
	
	

	会場設営費
	
	
	

	広告宣伝費
	
	
	

	消耗品費
	
	
	

	その他
	
	
	

	    合　計
	
	
	


様式第９号

平成　　年　　月　　日
　公益財団法人とやま国際センター

　代表理事　中　尾　哲　雄　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　 　 所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グループ・団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名(個人の場合:氏名) 　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(◯,印)
平成２７年度日本海学研究グループ支援事業概算払請求書
　平成　年　月　日付けTIC第　　号で交付決定通知のあった平成２７年度日本海学研究グループ支援事業について、次のとおり概算払の請求をしたいので、日本海学研究グループ支援事業実施要綱第19条第１項の規定に基づき申請します。

記

　１　概算払請求の理由

　２　請求金額

　　　金　　　　　　　円

	交付決定額　a
	既支払額 b
	概算払請求額 c
	概算払の割合　(b＋c)/a×100

	円
	
	円
	％


　３　助成金振込先

	金融機関
	　　　　銀行　　　　　　　本・支店

	預金種別
	　普通　・　当座

	口座番号　
	
	
	
	
	
	
	
	

	　ふりがな
	

	口座名義
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